
 

 

大学の学費はもともとは国立大

で 1.2 万円、私立大平均は 8.4 万

円（共に 1969 年）と低く抑えられ

ていました。日本政府が、「受益者

負担」の原則をとって以降、学費

（初年度納入金）は、物価上昇率

（約 3倍）を大きく超え、国立で

50 倍以上、私立も約 6 倍になっ

ています。 

世帯の所得が落ち込み学生生活

は厳しくなっています。経済的理

由で学ぶ権利が侵害されることがあってはなりません。社会全体の利益の

ために教育は社会で責任を負う―この見地にたった政策転換が必要です。 

 

 

 

 

 

 

  

 いまや学生アルバイトは学生生活を送るための“必修課題”。しかし、京都

の働く環境は全国と比べても劣悪です。「シフトに無理やり入れられる」「残

業代が出ない」「休憩時間がない」など、学生の身分を尊重しない働かせ方

や、明白な違法行為を行う「ブラックバイト」が横行している実態が浮き彫

りに。ワークルールの徹底や企業への指導・是正の強化が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学費に加えて深刻なのが下宿生の住居費です。半数の学生が家賃に

5 万円以上支出しています。親元からの仕送り額が減少する中、住居

費を除いた生活費は平均で一日 980 円という状況です。「一日一食に

している」「お腹が減ったらあめでしのいでいる」など深刻です。 

 

 

 

 

 
署名・アンケートにご協力ください！ 

こちらからダウンロードしていただけます

⇒ 

発行：生きやすい京都をつくる全世代行動 

  ＠ldakyoto      localdemocracyaction@gmail.com 

 

学費負担の軽減は待ったなし‼
 

学生の半数が利

用している奨学

金。42%の学生が

300 万円以上も借

りている。利用し

ている学生の 7 割

以上が有利子奨学

金。 

＜厳しい学生生活＞ 

学業を尊重する働き方を 

若者のブラックな働き方を根絶する 

家賃補助、通学定期の値下げ 

若者が暮らしやすい京都の実現を 

新入生への仕送り額の推移［円］
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＜奨学金の総額＞ 
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①高等教育予算の抜本拡充を国に要望し、府立大・府立医大の学費を下げる。②府独自の給付奨学金の創設。 

③奨学金機関保証料への府の補助。④進学・就学に関わる諸制度の周知徹底。⑤奨学金返済者に直接届く返済

支援。⑥奨学金返済の相談窓口の設置と実態把握。 

私 た ち が 

求めること 

私 た ち が 求 め る こ と 

⑦高校・大学での労働法の学習。⑧相談窓口を周知する印刷物の全学生への配布と学校等での掲示。⑨公共施設等での周知。⑩労

働局と連携した若者生活実態調査を定期的に。⑪学業を尊重しない働かせ方や違法行為の監督・指導・是正の強化。⑫大学や駅な

どでの出張労働相談など相談しやすい環境整備。⑬「府が関わる仕事は最低でも時給 1500円」など労働条件の底上げ。 

している

70%

ブラックな経験

62%

＜学生アルバイト＞ 

ワーキングプア率  全国ワースト 4 位 

非正規雇用率    全国ワースト 3 位 

週 60 時間以上勤務 全国ワースト 3 位 

京都府 

⑭学生の家賃補助制度の創設。⑮子育て世代への家賃補助の実施。⑯他市と比較しても割高な通学定期の値下

げを府市協調で実施。⑰駅周辺の駐輪場・自転車専用道の整備。 

私 た ち が 

求めること 

「近年における都道府県別貧困率の推移について」（戸室健作山形大学教授）、総務省「就業構造基本調査」より 

LDA-KYOTO実態調査 

LDA-KYOTO実態調査 

LDA-KYOTO実態調査 

2016年度「私立大学生保護者の家計負担についてのアンケート」（京都私大教職員組合公費助成推進会議）より 

高騰する 

大学の学費 
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学費・奨学金についての要望

（2015年度LDA調査）

⑤高校・大学での労働法の学習。⑥相談窓口を周知する印刷物の全学生への配布と掲示。⑦公共施設等での周知。

⑧若者生活実態調査を定期的に。⑨ブラックバイトの監督・指導・是正の強化。⑩大学や駅での出張労働相談な

ど相談しやすい環境整備。⑪「府が関わる仕事は最低でも時給 1500 円」など労働条件の底上げ。 

私 た ち が 

求 め る こ と 


